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法務省における競争性の高い契約方式への移行の推進について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、法務省におきましては、これまでも建設工事並びに測量、建築関係建設コンサルタント業務等の発注に際しては、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」等の関係法令に基づき、競争性、透明性及び公正性の確保に努められてきたところですが、先ごろ、総務省による「契約の適正な執行に関する行政評価・監視」において、より競争性の高い契約方式への移行推進についての勧告を受けたことから、一般競争入札の拡大が図られることとなりました。
　今後は、発注する工事及び業務等の規模及び内容が、これまで指名競争を実施していた案件に類する場合でも、一般競争を実施することが多くなるものと予想されます。一般競争を実施する案件についての入札公告は、これまで法務省ホームページ（下記参照願います。）に掲載しているところ、今後も法務省本省からの発注案件については同様に公告が行われますが、今後は地方出先機関からの発注案件で一般競争を実施するものが増えると予想されます。これについては、入札公告自体は各発注者において行われますが、関係業者の便宜を考慮し、今後は、地方出先機関からの発注予定案件で一般競争を実施する可能性がある案件については、法務省ホームページに「都道府県別発注予定について」として都道府県別に工事名・工事種別や発注者名・問い合わせ先等の情報が掲示される予定となっております。
　つきましては、法務省大臣官房施設課より別添のとおり周知依頼がまいっておりますので、貴支部会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。

· 法務省ホームページ　　http://www.moj.go.jp/
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　 政府調達情報
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　 調達情報について（建設工事）
